
(1)　資産の状況
説　明

（単位：百万円）

(2)　住民一人あたりの資産額

説　明

計算式

（単位：千円）

(3)　歳入額対資産比率

説　明

計算式

（単位：年）

　本町の資産額の状況は次のとおりです。

　資産額を住民一人当たりで算出することにより，他団体との比較がしやすく
なります。

　住民一人当たり資産額　＝　資産合計　÷　住民基本台帳人口

　社会資本として形成された固定資産や積み立てられた基金などの資産の総額
が何年分の歳入に相当するかを表したものです。この比率が高いほど社会資本
の整備が進んでいるといえます。

財務諸表からわかること

１．資産形成度

　歳入額対資産比率　＝　資産合計　÷　歳入総額
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(1)　純資産比率

説　明

計算式

（単位：百万円、％）

(2)　社会資本形成の過去及び現世代負担比率

説　明

計算式

（単位：百万円、％）

　資産のうち、どれくらいの割合が借金の返済を必要としていない資産かを示
しています。

　今まで町が整備してきた学校や道路などの社会資産を、現在までの世代が負
担した割合を示すものです。この比率が高いほど、将来世代への負担が抑えら
れていることがわかります。

　社会資本の過去及び現世代負担比率　＝　純資産総額　÷　公共資産総額

２．世代間公平性

　純資産比率　＝　純資産総額　÷　資産総額
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(1)　負債の状況
説　明

（単位：百万円）

(2)　住民一人あたりの負債額

説　明

計算式

（単位：千円）

(3)　地方債償還可能年数

説　明

計算式

（単位：百万円、％）

　本町の負債額の状況は次のとおりです。

　負債額を住民一人当たりで算出することにより，他団体との比較がしやすく
なります。

　住民一人当たり負債額　＝　負債総額　÷　住民基本台帳人口

３．持続可能性

　本町の抱えている地方債（町債）を、経常的に確保できる資金で返済した場
合に何年で返済できるかを表し、債務返済能力を測ることができます。

　地方債償還可能年数　＝　地方債残高　÷　経常的収支
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(4)　流動比率

説　明

計算式

（単位：百万円、％）

(5)　プライマリーバランス（基礎的財政収支）

説　明

計算式

（単位：百万円）

(6)　安全比率

説　明

計算式

（単位：％）

　流動比率　＝　流動資産　÷　流動負債

　１年以内に返済予定の負債（流動負債）に対して，現金などの手元の資金
（流動資産）がどれくらいあるのかを見るものです。この比率が高いほど，短
期的な資金繰りに対して余裕があり，財政運営の安定性が高いと言えます。

　公債費関連の歳入・歳出を除いた基礎的財政収支で、町債の元利償還費を除
いた歳出と、町債発行収入を除いた歳入のバランスを見ることにより、持続可
能な財政構造であるかどうかがわかります。

　基礎的財政収支　＝
　歳入総額（繰越金、町債発行額及び財政調整基金等取崩額を除く）
　－　歳出総額（町債元利償還額及び財政調整基金等積立額を除く）

　インフラ資産の価値をゼロと考えた場合の総資産と負債のバランスを示す指
標であり、安全性を示す比率として100％以上が望ましいと言われています。

　安全比率　＝　（（総資産　－　インフラ資産）　÷　負債）
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(1)　住民一人あたりの行政コスト

説　明

計算式

（単位：千円）

(2)　性質別行政コスト

説　明

（単位：百万円）

(3)　行政コスト対公共資産比率

説　明

計算式

（単位：百万円、％）

　住民一人当たり行政コスト　＝　純経常費用　÷　住民基本台帳人口

　行政コスト計算書では、発生主義による性質別の行政コストが計上されてい
ます。これを経年比較することにより、行政コストの増減項目の分析が可能で
す。

　行政コストの公共資産に対する比率をみることで、資産が効率的に活用され
ているがわかります。

４．効率性

　行政コスト対公共資産比率　＝　経常費用　÷　公共資産

　行政コストを住民一人当たりで算出することにより，他団体との比較がしや
すくなります。
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(1)　受益者負担の割合
説　明
計算式

（単位：百万円、％）

５．自立性

　行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を示しています。
　受益者負担の割合 ＝ 経常収益　÷　経常行政コスト

195  273  391  282  260 

4,441  4,236  4,298  4,466 

5,978 

4.4 

6.4 

9.1 

6.3 

4.3 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

経常収益

経常行政コスト

受益者負担の割合


